
〈論文〉

1950年置の都市経済における中小企業部門

東京の経済行政・市場・流通一

The　Smaller　Business　Sector　of　Urban　Economy　in　1950’　s

　　in　Regeneration　and　Development　of　Tokyo　一
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要　旨

　本稿は，1950年代の日本経済について，大量生産化が進んだにも拘らず大量流通体制が成立

していないという，いうなれば「流通革命準備期」に都市経済が果たした役割を，中小企業部

門を中心として解明することを意図したものである。この時期の東京では重化学工業化による

工業発展がみられたが，それは労働者や業主層の所得増加を通じて消費市場の拡大に繋がり，

さらに生産財・消費財にわたる卸売流通の増加をもたらした。これらは，いずれも昭和戦前期

からみられたものが工業化に適応する形でいっそう拡大したものであり，中小企業を対象とす

る東京都の経済行政も昭和初期からの連続的性格が強かった。しかし，本格的な高度成長の時

代になると工業発展の頭打ち，物流の停滞，物価の上昇などの諸問題が顕在化し，東京経済は

あらためて構造的な転換を迫られることになるのである。
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はじめに

　本章は，都市史からのアプローチによる戦後

経済史の一つの試みである。大衆的な標準品が

生産一流通一消費にわたって取り引きされると

いう，大衆消費杜会が日本全体で成立するのは

高度成長期後半のことだった。しかし，核家族

を基本とする大衆社会的生活の萌芽は戦前期の

大都市ですでに生まれており，大衆文化の成立

や「モダン都市」と呼ばれるような景観的な変

化も顕著で，大都市の社会は「大衆消費社会の

入り口」に立つところまできていたともいわれ

る3こうした変化は，産業革命期に成立した

都市下層社会を抱えた都市からの展開を意味し

ており，サラリーマンや中小商工業者を中心と

する大衆的な社会が都市の中に形成された。

　戦時期にはこうした都市的な消費や文化は抑

圧され，とくに流通業は企業整備や配給統制の

影響を強く受けたが，復興期には生産における

大量生産化と，医薬品などの大衆的新商品の購

入・消費もみられるようになっており1）こう

1）石井寛治編「近代日本流通史』（東京堂出版，2005

年）pp．　58－62，中川清「日本の都市下層』（勤草書房，

1985年），橋本寿朗「現代日本経済史』（岩波書店，

2000年）p．64，橋爪紳也「モダン都市の誕生』（吉川

弘文館，2003年），バーバラ・佐藤編「日常生活の誕

生』（柏書房，2007年）

2）前掲『近代日本流通史』pp，58－62，エコノミスト

編集部編『高度成長期への証言　下』（日本経済評論

社，1999年）pp，8－11
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した都市社会の大衆化はいっそう進んだとみら

れる。本章は，こうした大衆化の戦後の展開に

焦点をあてながら，1950年代の都市の経済政

策や産業構造，商工業の役割などの動向を明ら

かにする。分析の対象となる都市の単位として

は大都市（東京・大阪），六大都市，中核都市

と地方都市などがあるが，！950年代以降は所

得，流通，生産など多くの側面で東京・大阪の

シェアは大きくなっていったから，さしあたり

これらの大都市を分析対象とするのが適当であ

ろう。資料面においても，全国調査が開始する

前の1940年代末に先行して商業調査が行われ

ているうえ，戦後初期（1950年代）にはむし

ろ大都市の方が全国レベルよりも調査は豊富で

ある。

　以上をふまえて，本章は公的機関によって実

施，発表された調査書や統計書を主な手がかり

として，東京経済の展開を確認する。これに

よって，1950年代の都市経済の性格を明らか

にしたうえで，高度成長期の大衆消費社会の形

成にどのように繋がっていったのかを論じた

い。

1．東京都の経済行政一中小商工業対策

　　から中小企業対策ヘー

　はじめに，1950年代の都市経済の歴史的位

置づけを，大衆消費社会に向けた動向を軸に概

論しておこう。工業化による影響も含めて，都

市経済の重要性の上昇を象徴的に示すのが流通

の動向である。戦後に広域化や全国化が進んだ

ことで物流の量的シェアが上昇しただけでな

く，結節点となった大都市の質的重要性が高

まった（表1）。都内の卸売業が全国に占める

シェアは1952年の23％から1954年の29％へ

と上昇し，反対に大阪のシェアは低下して両者

の地位が逆転したことが確認できる。高度成長

期（表1では1956年以降）に入って以降の東

京のシェア拡大は停滞気味であったが，1950

年代前半の上昇分を大きく失うことはなく，全

国的な経済成長に見合った拡大を続けていくの

である。

　こうした中で，統制経済の下で配給業務中心

となっていた大都市の経済行政も，中小商工業

者向けの金融や技術・経営の指導などを中心と

する，昭和初期に形成された商工行政の体制に

復帰しつつ，これらの対策が中小企業対策とし

てあらためて位置づけ直されることになった。

その一方で，高度成長が本格化する中で経済に

おける消費の影響力が強まっていくと，消費者

行政の発足といった経済行政の展開もみられる

ようになる。行政の問題認識のあり方が同時代

の政治や運動の影響を受けることも否めない

が，新旧の問題をともに受け止める立場の行政

の推移を手がかりにして，戦後の大都市（東京）

における経済社会の動向を概観してみよう。

　戦後約10年間の都政を概観した報告書によ

れば言）1940年代末の都政は戦災および自然災

害の応急復旧など戦後の混乱への対策に追われ

る状態だった。そうした中でも徐々に教育，福

祉，インフラ整備（住宅・道路），失業対策，

中小企業対策等が始まり，1950年代前半に引

き継がれていく。本章の対象時期が始まるこの

時期は，「復興と安定の時代」とされ，六・三

制学校整備，住宅建設，道路整備を三大事業と

して行い，主な建設事業に新四ツ木橋，東京都

表1　東京・大阪の卸売業の販売額

　　　（百万円，％は全国に対するシェア）

年次 全　国 東京都 大阪府

1952

P954

P956

550，515

V41，274

X86，739

133，072

P96，899

R00，901

24％

Q7％

R0％

171，266

Q05，267

Q61，835

31％

Q8％

Q7％

1958

P960

13，986，607

P8，468，273

3，889，364

T，050，258

28％

Q7％

3，859，603

T，069，809

28％

Q7％

出典：通産統計協会編『戦後の商業統計表　第2巻地
　　域別統計編』（1983年），通商産業大臣官房調査
　　統計部『昭和31年商業統計表第1巻』（1954年）
注：「卸売業計」の値

　　1952～1956年の販売額は月間，1958年・！960年
　　は年間。

3）東京都（総務局企画部）『各局事業の問題点』（1955
年）PP，！－5
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体育館，東京産業会館（後述）の建設などがあっ

た。

　注目されるのは，産業経済面において「東京

は政治の都，大阪は経済の都」はもはや通用し

なくなったという自覚があり，これに対応して

東京都は中小企業対策の強化を図らなければな

らない，という指摘がみられることである。ま

た，復興による新しい生活水準に対応し，新し

い生活欲求を満足させるためには新しい行政，

新しい施設の構想が必要であるともされてお

り，戦後の変化が行政によってはっきりと認識

されていたことが分かる。

　戦時期・復興期にほとんど消滅していた中小

企業政策の再整備が開始されるのは，1940年

代末になってからであるぎ1947年に金融界な

らびに商工業界等の代表者を委員とする東京都

中小企業対策委員会が設置され，翌年には「中

小企業対策」を決定した。この「対策」は商業・

工業・金融・貿易の4部門にわたり，中小商工

業指導機関の設置や東京信用保証協会の経営基

盤強化，都立市民銀行の設立などを提言するも

のであった。これらの提言はそれぞれ東京都商

工指導所の設置，東京信用保証協会への資金援

助，東京都民銀行の設立などとして実現した。

さらに，ドッジ・デフレを受けて1950年には

「東京都中小企業緊急対策」が決定されており，

組織化による合理化，金融難緩和，市場確保，

生産技術振興，税負担軽減などへの対策が提唱

された。こうして，1950年頃までに，組織化

対策，経営・技術指導，金融を3つの柱とする

戦後初期の中小企業対策が整備されていくので

ある碧こうした，民間も交えた審議会とその

答申に基づく政策整備という手法は，1930年

代に組織されて東京市の商工行政の内容に大き

な影響を与えた中小商工業問題審議会の経験を

4）東京都経済局『経済行政の歩み』（1955年）p．54－

57，東京都「東京20年　都民と都政の歩み』（1965

年）p．576，東京都企画審議室調査部『東京都政五十

年史　事業史H』（1994年）p，508

5）前掲「東京都政五十年史　事業史ll』p．506

踏襲したものとみることができよう曽

　その後の，1950年代を中心とした経済局の

商工関係事業の推移を分野別にたどってみよ

う8（以下，表2も参照。）まず，中小企業の

組織化・経営指導については，戦後の中小企業

対策は組織化対策から始まったともいわれてい

る智これは戦時期の統制団体を民主的組合制

度に転換するものであったが，統制による配給

の受け皿としての機能が残っていたうえに制度

の改変がたびたび行われ，民主化は難航し

たぎ1956年には東京都中小企業等協同組合中

央会（1958年に中小企業団体中央会に改称）が

設立されるなど，組織の整備や組織率の上昇は

進んだものの，その内容や運営の充実は進ま

ず，目的である合理化には結びつかなかったと

評価されているP表2をみても，当初は組織

化指導に独自の予算は組まれておらず，財政的

な裏付けの乏しい指導に終始していた様子が窺

える。

　同様に中小企業対策の柱の一つとされた経

営・技術指導は，主として専門機関による指導

を行うものを指し，組織化と同様に近代化・合

理化を目的としたものである。財政的には表2

の「事業所運営」の項目がそれにあたるが，当

初はかなりの比重を占めていることが分かる。

そのほとんどが戦前・戦時からの体制や機関を

再建，ないしは再編したものであるぎ）このう

ち，工業奨励館，繊維工業試験場，電気研究所

などによる工業向け技術指導は戦時中に設立さ

れたものであり，戦時期の生産増強のための指

導を起源としていた。戦後にこうした指導が再

び活発になるのは1950年代に入る頃からで

6）山口由等「東京市商工行政と中小商工業者問題一

　都市問題の視点から一」（『杜会経済史学』第65巻第

　3号，1999年9月）
7）前掲『各局事業の問題点』pp．67－7！

8）前掲「東京都政五十年史　事業史H』p．507

9）通商産業省・通商産業政策史編纂委員会編「通商産

　業政策史　第3巻　第1期　戦後復興期（2）』pp．684－

　692

10）前掲『各局事業の問題点』p．69

11）前掲『経済行政の歩み』p．87
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表2　東京都経済局の中小企業対策事業決算 （単位：100万円）
一

直営 事 業 1事業所

年次 総　額
小計

金融

ﾎ策
設備改善

i貸付）

貿易

U興
販路

g張
経営刷新

?p指導

組織化

w導
その他 運営費

　　　備考
i＊の数値の説明）

一

1952 422 347 101 143 44
一 一 一

59 75

1953 1，343 1，027 800 151 62 14
一 一 ＊252 63 産業会館建設

！954 1，939 1，600 1，301 201 87 12
一 一 ＊206 ！33 産業会館建設

1955 2，119 1，965 1，512 291 96 8
一 一

58 154

1956 2，246 2，0！9 1，406 467 119 10 10 7 56 ！70

1957 4，285 4，022 3，040 765 159 16 23 8 39 231

1958 3，778 3，086 1，970 856 205 25 30 ＊1214 ＊2203 275 1中小企業会館建設
Qアイソトープ研究所建設

1959 4，610 3，954 2，370 1，020 474 16 6！ 13 ＊329 327 アイソトープ研究所建設

1960 8，589 7，458 5，533 1，731 695 16 82 22 74 436

！961 11，136 10，663 7，886 2，368 223 29 54 52 103 421

1962 11，344 10，288 6，869 3，112 609 29 143 16 l／9 448

1963 12，416 12，035 7，767 3，574 404 25 147 15 104 382

出典：『東京都決算参考書』閏年版
注：「一」欄は該当無し。

あった。例えば，工業奨励館では1950年に材

料部を新設し，翌年から技術コンクールの開

催，工場巡回技術指導，技術指導を兼ねた輸出

ミシン検査などを行うようになる。さらに，当

時の指導強化の目玉だったのが1952年の工場

巡回相談車の導入であり，これにより技術指導

の活動範囲が広がったが，この他にも中小企業

からの試験・研究・試作・加工・検定・分析・

設計などの依頼業務を引き受けていた。さら

に，東京都は出軍工廠の機械約1，300台を中小

工：場の機械と交換するという事業を，1952年

から行っている。

　一方，工業技術指導以外の経営・技術指導を

一般的に行う機関としては，すでに触れた東京

都中小企業対策委員会答申を受けて1948年に

設置された東京都商工指導所が，来所相談，経

営講習会，企業診断員・能率技師の養成講習

会，企業診断などを行った。商工指導所は新設

の機関であったが，実は戦前にも東京市には商

工相談所という機関が存在して同様の事業を

行っており，これもやはり戦前期商■行政の再

建・発展だったということができよう。「気安

く出入りできる施設」をモットーとした商工指

導所は，初代所長には戦前から中小商工業問題

研究で活躍していた中西寅雄を招くなど，少な

くとも当初の所員は一部を除いて民間からの採

用であり，運営の改善を目指したことが窺え

るぎ）また，雑誌『商工指導』や調査報告書の

発行などの調査研究事業が戦前に比べて強化さ

れていった『）

　後述するように，その後の中小企業対策の拡

充に伴って事業を行う施設の建設が進んだため

に，運営費の総額は増加したものの，中小企業

対策が経済局財政全体に占める割合は低下して

いっている（表2）。したがって，こうした戦

前・戦中に起源を持つ指導機関による中小企業

対策は，次第に中心的事業としての地位を失っ

ていったとみることができよう。

　組織化，経営・技術指導と並んで中小企業対

策の柱とされた金融対策も，他の2つと同様に

昭和初期の中小商工業問題で中心的課題とされ

12）もっとも，所長が民間出身者だったのは初代の中

　西だけで，二代目以降は経済局官僚による転入・転

　出が行われている。（東京都商工指導所「昭和36年
　度　事業報告』（1961年）P．　2）

13）前掲『経済行政の歩み』p．86
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ていたものだった卜したがって，戦後初期の

金融対策は，昭和初期に整備された信用保証制

度の利用を促進するための資金援助を中心に行

われた。1949年に開始された信用保証協会へ

の補助金は，商工相談所の開設と同様に東京都

中小企業対策委員会答申を受けたものである。

これを中心とする金融対策の額は年々増額さ

れ，1950年代半ばの商工予算の多くを占めて

いた（表2）。その後の信用保証制度は，国に

よる立法も含めて1950年代を通じてi整えられ

ていくことになるLS）まず，1950年には中小企

業金融保険法が成立し，保証協会向け信用保険

と合わせて保険引受が開始される。続いて，

1954年に信用保証協会法が制定されると，全

国の協会は公益法人となり，組織的な基盤が強

化された。さらに，1958年に中小企業信用保

険公庫が設立されたことで，信用保証協会・信

用保険・信用保険公庫という中小企業信用保証

の体制が揃い，戦前の東京府信用保証協会の設

立に始まる信用保証制度の整備がようやく一段

落するのである。

　こうした制度の整備に対応して，東京都によ

る信用保証支援との連携も進んでいった。ま

ず，1952年に中小企業近代化資金のための融

資要項が定められたことで，東京都・金融機

関・保証協会の三者が協調して行う中小企業制

度融資が開始された。また，！953年には東京

都信用保証補助審査会条例が制定され，代位弁

済補助が制度的に実施されるようになり，1956

年からは金融機関に対する原資預託によって保

証基盤の拡大が図られた。

　以上と平行して，都による融資制度も徐々に

整備されていく。1951年から開始された機械

類貸付譲渡制度は，機械貸与という形式をとっ

ているが実質的な設備投資金融であり，表2に

みられる1950年代前半の「設備改善」は全て

この制度によるものである。同制度は，1958

年に施設改善資金貸付に併合されるまで行わ

れ，1962年の設備近代化資金貸付発足に至

る，設備の近代化のための直接的な資金供給の

最初の例になったという点で重要である。もっ

とも，1950年忌末に急速に増加しているとは

いえ，設備改善事業費の額が本格的な水準とな

るのは1960年代に入ってからのことである。

　一方，1952年目は中小企業年末資金融資，

1953年には転貸資金融資が開始されていたも

のの，こうした資金供給は目的を限定したもの

であった。これに対して，東京都中小企業施設

改善資金貸付条例が1956年に制定されたこと

で，都単独の直接貸付制度が開始することにな

る。ただし，金融対策の額が急速に拡大するの

も，先の設備改善事業と同様に1960年前後に

なってからのことであった。

　このように，東京都の金融対策は，信用保証

協会への間接的な援助という戦前の手法の復活

から始まり，信用保証制度の整備，直接的な資

金供給の開始，両者の額の増加などによって，

戦前とくらべて飛躍的に充実していき，戦後の

中小企業対策の中心的な存在となっていくので

ある。それにも拘らず，戦後の生産技術の高度

化に伴って必要資金も増加していたために，一

般的にいえば中小企業の資金的環境は不十分な

ものだったと考えられるが，それに対応した経

済行政の整備の努力は確かに行われていたと

いってよいであろう。

　これらの3本柱の事業とは別に，民間・外郭

団体との協力による共催や資金援助などの形で

行われたのが，販路拡張対策事業である。これ

は，国内外の販売促進活動の場を設定するもの

で，商業活動の支援に的を絞った事業としては

ほとんど唯一のものといえる。表2では貿易振

興と販路拡張の二つの項目がこれにあたるもの

である。最初に開かれたのは，1949年忌ら品

種別に開催された商業祭であるL6）この商業祭

は統制中の配給業者としての悪印象を拭い去る

14）前掲「東京都政五十年史　事業史H』pp，508－510

15）前掲『通商産業政策史　第3巻』pp．678－682 16）前掲『経済行政の歩み』p，86，p．58
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ことを目的とした都内需要向けの行事であった

が，1950年代に入ると引外の販路拡張活動が

行われるようになり，全国の主要都市で東京の

商品を宣伝する巡回見本市や全国の有力業者を

東京に招待する業種別専門見本市の開催，各地

の博：覧会への参加などを行った。巡回見本市

は，東京の商品のもともとの商圏である東北・

北海道に加えて，大阪商品の勢力範囲だった中

国・九州地方にも重点をおき17）1954年以降は

東京商工会議所・東京都見本市協会との共催に

よって北海道・九州で東京優良見本市が毎年2

同ずつ開催されるようになったLS）しかし，こ

うした国内向けの販路拡張事業は，経済局独自

の事業でないこともあってか財政規模からみれ

ば僅：かなものであり，しかもほとんど増額がみ

られなかったことは，戦後の中小企業対策にお

ける商業・流通事業に対する低い位置づけを明

確に示しているといえよう。

　一方，1950年代半ば以降になると，貿易振

興活動に力が入れられるようになったことが表

2からも分かる。輸出振興の担い手として中小

企業の役割は復興初期から重視されており，輸

出新商品の試作に対する補助を行うことで，東

京商品の評価向上を図るなどの活動もみられ

たS9）また，海外へのカタログ送付，海外通信

員の設置，国際見本市への参加などを行ってい

たが，貿易促進活動が本格化するのは！955年

の国際見本市の開催以降であり，これに合わせ

て主催団体となる東京国際見本市協会が組織さ

れた。ただし，東京都関係の出品は三分目一程

度だったということからも分かるように，国際

見本市の開催は，国内見本市のような東京商品

の販路開拓に止まるものではなく，むしろ首都

としての役割を担うものであったといえよう。

　こうして，国内外向けの見本市の開催が活発

化すると，本格的な常設見本市会場の必要性が

高まる中，東京産業会館が！954年に開館した。

17）前掲『各局事業の問題点』p．69

18）前掲『東京都政五十年史　事業史H』pp，510－511

19）同上p．504

東京都はその建設のために出資（2，000万円）

や建設資金の貸付（3億5，200万円）などを行っ

ているぎ）貿易に関しても，1957年に第2回国

際見本市が成功すると恒久的な専門施設建設の

気運が高まり，1959年目東京国際貿易センタ

ーが建設されている響）

　以上のように，戦前・戦中との連続性の強い

事業が次第に拡充されていったわけだが，1950

年代品から1960年頃にかけて，高度成長の本

格化による中小企業対策の再編が行われるよう

になり，金融を中心に財政規模も飛躍的に拡大

していくことになる22）（表2）。高度成長が持

続的に続く一方では，二重構造問題や輸出自由

化計画などによる中小企業経営の不安定化が危

惧されたこともあって，基本方針の策定や施設

の建設，新制度の発足などがみられた。新しい

中小企業対策の基本となったのが，東京都中小

企業振興対策審議会による答申（1961年）で

あるぎ）そこでは，都市の過密化などに対応し

て企業立地適正化，産業・施策の重点化などが

新たに打ち出された他，商業対策，零細企業対

策，金融対策，調査機関研究・指導充実などが

提言されていた。また，『東京都経済白書』

（1961年）の発行や「東京都長期計画」（1963

年）の策定などの調査，グランドプラン作りも

この頃に行われている。

　そうした中，経済行政の組織・機関の再編が

行われている。中小企業対策については，商工

指導所などが入所する東京都中小企業会館が

1960年目設立されたことで，体制の整備はほ

ぼ完成したといえようぎしかし，社会の動き

は経済局が供給部門に対する行政のみに止まる

ことを許さなくなっていた。中小企業対策の体

制の完成とほぼ同時に，大衆消費社会に対応す

る消費者行政が開始されたことは象徴的な出来

20）同上p．510

21）同上p．511

22）同上pp．　511－513，前掲「経済行政の歩み』pp．　582－

　583

23）前掲『東京都政五十年史　事業史H』pp．511－513

24）前掲『経済行政の歩み』p，58！
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事であった。すなわち，1961年に経済局内に

消費経済課が新設されるとともに，東京都消費

生活物資対策審議会が設置される。審議会は翌

年に第一次答申を行い，これに基づいて経済モ

ニター制度，標準品小売制度などが実施され

た。その一方では，1963年に成立した中小企

業基本法にみられるように，中小企業対策は大

都市行政を超えて国レベルで整備される段階に

入っていくのである。

　以上のような，復興期から1950年忌中の経

済局の事業の推移をまとめてみよう。戦時期か

ら復興期にかけては，資材や燃料・衣料品・食

料品などの配給業務を中心としていたが，統制

解除によって配給行政が縮小・消滅すると，都

市商工業者の振興への取り組みが再開し，1930

年代の中小商工業対策や戦時期の生産増強の経

験を生かした体制が作られた。初期の中小企業

対策は，昭和初期の商工行政と同様に社会政策

的な観点も含まれていたが，1950年代後半に

かけては，金融を通じて技術的な近代化のため

の設備投資を促すなど，技術指導による近代化

と同様の目的が強まっていった。一方，中小企

業の経営近代化の指導や，都内製品の国内外へ

の販売促進も戦後初期から継続的に取り組まれ

た事業であったが，これらは高度成長の開始に

よって比重を落としていった。

　総じていえば，当初は大企業に比べて劣ると

考えられた中小企業の技術力，開発力，資金力，

信用などを，戦前・戦時から継承された専門機

関が補足するという体制であったといえる。高

度成長が本格化すると，その原動力となった技

術投資で大企業との格差が開かないように，工

業部門の中小企業を対象に設備投資を誘導する

金融対策が急速に拡大していった。

　これに対して，商業部門については，戦前の

商工行政の出発点となった公設小売市場は，東

京では例外的なものを除いて復活せず15）業者

同士の取引を促進するための販路開拓事業がそ

25）前掲・石原『小売業における調整政策』pp187－190

の中心となった。しかも，1960年代に入って

からも商業に関する中小企業対策に新たな展開

はみられなかったのである。

　当時の産業政策と同様に生産部門優先という

傾向はみられたが，戦前の商工行政を継承・発

展させた東京都の経済行政が1950年代には中

小企業対策として明確化され，財政的にも組織

的にも発展していった。戦前期には中小商工業

者への支援は経済合理化政策との不整合性が問

題視される可能性があり，救済的性格を薄める

必要があったぎ）しかし，近代化投資への支援

を中心とする戦後の中小企業対策においては，

こうした制約は弱まっていた。それは，東京経

済の中心的担い手は中小企業であるという認識

を前提にして，都市社会の大衆化への適応をよ

り強めた行政だったといえよう。

2．所得と消費の動向

　　一勤労者と業主層一

　終戦後の東京における産業構造の展開を人口

や所得の構成の変化によってみると，そこでは

工業の比重の上昇とサービス部門の成長などを

容易にみて取ることができる琶7）需要の中身と

いう点でいうなら，戦時期に肥大化した軍用需

要は，敗戦による喪失はもちろん，占領期に一

定の下支えをしていた占領軍の需要も減少し，

講話前後から軍需に頼らない経済が本格的に必

要となった。代わって重要となってきたのが，

重工業製品だけでなく消費財部門でも大量生産

によって成長してきた工業部門と，その労働者

の需要である習）大企業が下請の中小企業から

調達する生産財に加えて，そこでの被雇用者の

消費などが，直接的な需要として，さらには中

小企業部門の自営業者・被雇用者の所得となつ

26）前掲・山口「東京市商工行政と中小商工業者問題」
　p．　42

27）例として，東京都経済局総務部調査課『東京の産

　業』（1956年）pp．5－8，同「東京都経済白書　1961』

　（1961年）pp．8－13。

28）東京都経済局『東京の産業』（1956年）p．11
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表3　東京都の分配所得＊の構成の変化

構成比（％） 対前年伸び率の構成（％）

勤　　個　　個　　個　　法　　公 全　　勤　　個　　個　　個　　法　　公

年次
総額

i100万円）

労　　人　　人　　人　　人　　諸
梶@　業　　賃　　利　　所　　業
ｽ　　主　　貸　　子　　得　　剰

体　　労　　人　　人　　人　　人　　企
@所　　業　　賃　　利　　所　　業
@得　　主　　貸　　子　　得　　剰

所　　料　　所　　　　　余 所　　料　　所　　　　　余
得　　所　　得 得　　所　　得

得 得

1951 541，551 54　　　　23　　　　　2　　　　　2　　　　18　　　　0．3

1952 652，854 58　　　　23　　　　　2　　　　　3　　　　14　　　　0．1 21　　　　16　　　　　5　　　　　0　　　　　1　　　　－1　　－0．2

1953 839，835 59　　　　21　　　　　2　　　　　3　　　　15　　　　0．0 29　　　　18　　　　　4　　　　　1　　　　　1　　　　　　5　　　0．0

1954 908，694 61　　　　21　　　　　2　　　　　3　　　　13　　－0．1 8　　　　　7　　　　　1　　　　　0　　　　　1　　　　－1　　－0。1

1955 1，065，835 60　　　　21　　　　　2　　　　　4　　　　13　　　　0．0 17　　　　　9　　　　　4　　　　　1　　　　　1　　　　　3　　　0．1

1956 1，279，79！ 57　　　　21　　　　　3　　　　　4　　　　15　　　　0．1 20　　　　　9　　　　　4　　　　　1　　　　　1　　　　　　5　　　0．1

1957 1，462，073 56　　　　20　　　　　4　　　　　4　　　　17　　　0．0 14　　　　　6　　　　　1　　　　　2　　　　　1　　　　　4　　－0．1

1958 1，518，411 58　　　　19　　　　　5　　　　　4　　　　14　　　　0．0 4　　　　　4　　　　　0　　　　　1　　　　　1　　　　－2　　　0．0

1959 1，822，620 55　　　　17　　　　　5　　　　　4　　　　19　　　　0．0 20　　　　　8　　　　　2　　　　　1　　　　　1　　　　　　8　　　0．0

1960 2，220，591 53　　　　16　　　　　5　　　　　5　　　　21　　　　0．0 22　　　　10　　　　　2　　　　　1　　　　　1　　　　　　7　　　0．0

1961 2β04，815 54　　　　15　　　　　6　　　　　4　　　　22　　－0．1 26　　　　15　　　　　3　　　　　2　　　　　1　　　　　　6　　－0．1

1962 3，200，567 55　　　　15　　　　　5　　　　　5　　　　20　　－0．1 14　　　　　9　　　　　2　　　　　1　　　　　1　　　　　　1　　－0．1

1963 3，688，646 56　　　　14　　　　　5　　　　　5　　　　20　　－0．2 15　　　　　9　　　　　2　　　　　1　　　　　1　　　　　　3　　－0．1

1964 4，112，397 57　　　　14　　　　　5　　　　　5　　　　19　　－0．3 11　　　　　7　　　　　2　　　　　1　　　　　1　　　　　　1　　－0．1

1965 4，547，148 58　　　　14　　　　　6　　　　　5　　　　17　　－0．3 11　　　　　8　　　　　1　　　　　1　　　　　1　　　　　　1　　　0．0

出典：東京都総務局統計部「昭和40年東京都都民所得推計結果報告』（1967）

　　遡及改訂版の数値
注：＊「分配所得」…法人所得を含む。

てその消費を拡大させることで，都内の市場の

拡大をもたらしたと考えられる。

　本格的な経済復興による成果がどういつだ部

門に分配されていったのかを検証するために作

成したのが表3，および表4である。まず，所

得の種類によって分類した表3の構成比の欄を

みると，東京都内の所得の50～60％は勤労所

得であり，残りのほとんどを個人業主所得と法

人所得で分け合う形となっていることが，まず

確認できる。対前年伸び率とその構成の欄をみ

ても，増加の多くは勤労所得の伸びによるもの

で，こうした所得の分配のあり方が個人部門の

生活水準の上昇や国内需要の拡大に繋がって

いったといえる。

　残る2つの主要部門（個人業主所得・法人所

得）の関係をみると，1959年の両者の逆転を

挟んで，個人業主所得の低下・法人所得の上昇

が長期的に進んでいるが，1950年代の前半の

個人業主所得は法人所得を6～9％上回ってお

り，かなりの差をつけていたことが注目され

る。1950年代前半の都内の分配所得総額は，

名目額で8～29％という高度成長開始後にも劣

らない高い伸び率を示しているが，そこでは個

人業主の伸びがおおむね4～5ポイント分の貢

献をしている。マイナス成長も含む激しい変動

をみせる法人所得に比べて，安定的な成長も個

人業主所得の特徴であるといえるだろう。両者

のシェアの逆転が急速に進んでいくのは高度成

長が開始した1955年以降であり，なかでも，

1959年から1961年にかけての法人所得が全体

の伸び率に対して6～8ポイント分の貢献をし

ているのに反して，高度成長期の個人業主所得

は大きな影響を与えることはもはやなくなって

いた。このように，高度成長の開始以降にその

存在感は低下していくものの，1950年代初頭

には個人業主所得が法人所得を上回っており，

所得増加の配分という点でも無視できない比重

を占めていたといえよう。
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表4　産業別の個人業主所得および勤労所得のシェア
　　　　　　　　　　　　　　　　（都民個人所得＊総計に対する割合，単位％）

1951 1956 1961

産　　　業 個人業主

鞄ｾ
勤労

鞄ｾ
計

個人業主

鞄ｾ
勤労

鞄ｾ
計

個人業主

鞄ｾ
勤労

鞄ｾ
計

建設業 1．6 2．2 3．8 1．7 2．0 3．7 1．7 3．7 5．4

製造業 4．9 17．0 22．0 3．4 20．5 24．0 3．4 ！8．9 22．3

卸売および小売業 8．7 9．3 18．0 6．6 8．4 ！5．0 7．4 9．7 17．1

金融および保険業・不動産業 0．2 3．9 4．1 0．2 3．6 3．7 0．4 3．1 3．4

運輸通信およびその他の公益事業 0．3 5．7 5．9 0．1 6．1 6．2 0．2 5．1 5．3

サービス業 4．9 9．2 14．1 3．9 ！2．7 16．6 3．9 9．5 13．5

公務 一
5．3 5．3

一
4．4 4．4 ｝

3．0 3．0

その他 3．6 11．5 15．1 ！．5 8．8 10．3 1．6 7．0 8．7

合計 24．1 64．2 88．3 ！7．4 66．5 83．9 18．6 60．1 78．7

出典：東京都総務局統計部『東京都都民個人所得統計調査結果報告』，『東京都都民所得推計結果報告』各年次版より作

　　成
　注：1951の数値は昭和27年版で発表された第二次推計。
　　＊「個人所得」…法人所得を含まない。

　それでは，個人消費の伸びに繋がると考えら

れる勤労所得や個人業主所得への配分は，どう

いう産業・業種で行われていたのだろうか。こ

の点を表4で確認してみよう。煩雑になるため

表4では表示を省略しているが，個人賃貸料所

得と個人利子所得の増加や，都外からの振替所

得の増加のため，1951年に88％だった勤労所

得と個人業主所得を合わせたシェアは，！0年

後には9ポイントほど低下している。しかし両

者の合計はいぜんとして79％を占めており，

この二つが個人に対する所得配分の主要項目で

あることに変わりはなかったので，産業別の分

析はこの二つに限って行いたい。

　合計のシェアが高いとはいっても，60％以上

を占める勤労所得と20％前後にすぎない個人

業主所得との聞の差は極めて大きい。この両者

の差の要因は大きくいって二つある。第一に，

個人業主所得が意味のある水準で存在する業種

が製造業，卸売および小売業（以下「商業」と

表記する），サービス業の三つに限られること

である。公務はもちろん，金融および保険業・

不動産業，運輸通信およびその他の公益事業で

も個人業主はほとんど存在しないため，これら

の業種における所得の配分はもっぱら勤労所得

という形で行われるのである。第二に，個人業

主所得が存在する業種でも，卸売および小売業

を除けば勤労者所得との差は大きく，とくに製

造業では大きな格差があるといってよい。

　ただし，こうした個人業主所得と勤労所得の

格差とその要因は，現代都市ではむしろ当然と

いうべきことであろう。表4で重要なのは，数

％の低下はみられるとはいえ，個人業主が

1950年代中はおおむねシェアを維持している

という事実である。なかでも，個人業主の主要

業種である商業では，いぜんとして労働者化に

よる勤労所得へのシフトが進んでいないことが

明確に反映されているのであり，セルフサービ

スの導入による販売の近代化以前という時代性

が所得配分に端的に表れているということがで

きよう。また，業種別の最大シェアを占めるの

が製造業であることは確かだが，同時に，これ

に次ぐ商業，サービス業との差はそれほど大き

くなく，幅広い業種に経済成長の成果の分配が

行われていたとみられる点も，消費拡大の裾野

の広さに繋がるものとして重要であろう。

　以上のような所得の増加と分配を前提に，復

興期から1950年代にかけての回復とそれを超

えた消費の中身を，伝統的な商品も含めた耐久

財所有の推移によって消費者の側から分析して

みよう。東京都総務局統計部による『東京都生

一27一



I
b
⊃
○
。
一

表5　耐久財所有の変化 （区部，100世帯当たり所有数）
i 平均所有数 i 購…入時期別（1960調査） 平均所有数 1 購…入時期別（1960調査）

商　　　品　　　　　　l
@　　　　　　　　　i 1956 1958 1960 嬰i ～1945

1946

`1956
1957

`1960
商　　　品 1956 1958 1960 讐 1－1945 1946

`1956
1957

`1960

住居用家具

ﾞ

いす　　　　　i茶だんす喰器戸棚［掛・置時計　　　　　i食卓　　　　　i本箱（本だな）　　1立机　　　　　　　旨

aだんす　　　1鏡台　　　　　i

117

P48

P32

P20

W0

U4

P03

X4

！49

P43

P43

P15

X6

X6

X7

W4

196

P50

P47

P10

P04

X8

X7

X7

1．71
P
．
o
…
1
．
1
｛
0
．
9
　
3
1
．
3
i
l
．
5
i
o
・
g
i
1
．
O
　
l

7
8
7
9
1
8
6
2
7
1
3

113

S2

P00

V9

T6

T7

U7

V8

76

X
4
0
2
2
3
0
3
5
3
6

整理だんす

ｰた箱
ﾀ卓
m服だんす

沫ﾛ
﨣雷@
｢すセット
d気そうじ機

69

V0

U0

T2

U1

P0

P！

82

V6

U6

U7

T4

P8

P6

Q

93

V9

V8

V8

T6

Q7

Q3

P0

1．35「

P．1

P．3

P．5

O．9

Q．7

Q．1

i5．0）

1
3
旨
　
　
7
…
　
8
3
　
　
5
…
1
4
…
　
1
｛
　
o
旨
　
一

71

U2

T4

U2

R7

P1

P2

P

19

P0

P6

P1

T
1
5
1
1
9

台所用家具

ｨよび器具
ﾞ

トースター　　　　　1
竭?ﾉ電気　　i冷蔵庫他　　　i石油こんろ　　　iガスこんろ　　　　　　1

20

P0

R5

X9

35

@！
Q5

R0

P17

62

@7
R2

Q4

P14

3
．
1
i
（
7
．
0
）
1
3
．
2
i
o
．
7
i
1
．
2
　
1

1
0
！
2

25

O
！
6
1
3
7
6

36

V
1
6
1
0
3
6

ジャー

d気釜
d気こんろ
~キサー

33

U

11

W
2
8
1
2

30

Q6

P8

P1

　　」
i2．7）

i3．3）

O．5

P．8

ヨ1　　0

堰|
堰@ol　　一

7
0
1
3
7

23

Q6

T
4

暖房および

負ﾎ用器具
ﾞ

こたつ電気　　iストーブガス　　iストーブ他　　i　　　　　電気　　　iストーブけい光燈　　　i火鉢大（径1尺以上）1

11

P1

P
2
2
9
9
6

27

Q2

@3
@4
X5

P04

53

R2

@5
@7
P50

X5

4
．
8
1
2
．
9
…
5
・
o
…
3
．
5
　
旨
5
．
2
…
1
．
0
：

i
＝
拓

15

P7

Q
2
5
9
7
6

38

I4

R
5
9
1
9

電気スタンド

ｯい光燈スタンド
ﾎ鉢小（径1尺未満）

ｱたつ平

桙ｲたつ

80

W
6
6
7
3
2
9

79

Q5

T0

T7

R6

69

S7

S1

R9

R6

0．9

T．9

O．6

O．5

I．2

i
i
　
2
1
　
　
－
i
　
7
i
　
2
1
　
1

50

P2

R0

R1

Q2

17

R5

S
6
1
3

裁縫および

�ｽく用
寀?ﾞ

ミシン　電動　　　　「
d気洗たく機　　1毛編機　　　｛アイ・ン電気　｛

　2
P1

R6

P01

　3
S2

S0

P07

　7
U3

T2

P07

3．5　旨

T
．
7
…
1
．
4
…
1
・
1
1

i
1
5

5
2
7
3
0
8
7

2
3
6
2
1
1
5

ミシン　他

｣板
ﾙち板

74

U3

S4

82

U1

R8

80

T1

S0

1．1

O．8

O．9

i旨　　7

c　8：　5

66

R8

R4
7
5
1

身のまわり

i類
懐中及び腕時計　　　1
d気かみそり　　i

156

@2
187

@7
193

@9
1．2　｛

S．5｛ 望 123

@2
53

V

ボストンバック

Xーツケース

109

R3

120

V6

131

X3

！．2

Q．8

…　5
P　3

8！

T3

45

R7

娯楽用品類

テレビ受像機　　iカメラ　　　　　　　　1

宴Wオ　　　　i

　1
S6

P0！

19

U7

P04

77

V9

X7

77．oil．7　｛

P．oi 一
5
4

7
4
7
7
7

70

Q7

P6
携帯用ラジオ

d蓄
5
1
4

9
2
3

21

Q1

4．2

P．5

il　　＿

沿 6
1
5

15

U

寝具類

掛け布団・かい巻　　「
|ぶとん冬　　｛尊ぶとん夏　　｝かい巻　　　　i敷ぶとん　　　　　1

902

T96

P87

P19

S87

940

U28

P94

P18

T45

1030

U60

Q47
P23

T81

1．1　1
P
．
1
i
1
．
3
i
1
・
o
i
1
．
2
　
i

56

S0

P！

T
3
3

677

S29

P62

W6

R95

297

I91

V4

R2

P53

毛布

ﾀぶとん

~布
ｩや

39！

V94

S55

P44

438

W24

T10

P43

470

W67

T52

P41

！．2

P．1

P．2

P．0

i
i
2
1
1
　
5
2
i
　
g
l
　
l
3

289

T59

P78

P02

160

Q56

R65

Q6

出典：東京都総務局統計部「東京都標準世帯家計調査結果表』昭和32年2月号、昭和35年2月号、昭和37年2月号より作成。
　注：＊原則として1956－1962間で算出。

備考：・カッコの数値は1957－1962間以外の期間（それぞれの品目の初出年と最終年）
　　　・「0」と「一」の記入は出典通り。

　　　・購入時期別の合計と1958年の所有数が一致しない項目があるが、出典に従った。
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1950年代の都市経済における中小企業部門

計調査報告』の一部として2年おきに実施され

た手持耐久財調査では，ストック量のデータだ

けでなく購入時期が調査されているため，フロ

ーをある程度うかがうことができる（表5）。

これによって，復興期の生活の回復から，家電

等の普及によるいわゆる「生活革新」に至る推

移や，更新や買い足し状況などをみることが可

能である。

　表5からは，復興の過程における商品の時代

性をみてとることができる。例えば，戦災や復

興期の筍生活をくぐり抜けて戦前からの所有が

比較的多いのが，和だんす，本箱（本だな），

火鉢，懐中・腕時計，トランク，ふとん類など

である。これに対して，本来は戦前から所有し

ていたはずだが，復興期の間にあらためて購入

されているのが食卓，掛け時計・置時計，ガス

こんろ，火鉢（大），ボストンバッグ，ラジオ

などである。これらはいずれも基本的な家財道

具で，終戦から！0年ほどの生活回復の間にま

ず揃えられていったことが分かる。

　昭和30年代（1955年以降）は，一般的にも

耐久消費財の普及が自覚されていくようになる

時期である岩9）表5でこの時期に購入されてい

るものは，いくつかのタイプに分けられる。ま

ず挙げられるのが，生活革新の先頭を切って

いった新商品であるテレビ，トースターなどで

あり，なかでもテレビは1960年代初頭までの

数年間という短期間に急速に普及していき，

／962年には早くも96％の普及率に達してい

る。同年に79％である洗濯機と並んで，いわ

ゆる「三種の神器」の中でも普及の早さは際だっ

ていた。これに比べると，電気冷蔵庫や電気掃

除機はともに約30％の普及率に止まり，かな

りの格差がある。

　しかし，この時期には，そうした新商品だけ

でなく更新・買い換え，あるいは買い足しも盛

んであったことが表5から読みとれる。所有数

29）経済企画庁「国民生活白書　昭和32年版』（1957

　年）P．26

がそれほど増えていないのに購入数が多い製品

は更新・買い換えが行われたと考えられるし，

購入数と所有数の増加がともにみられる場合は

買い足しといえるであろう。前者の例としてあ

げられるのはふとん類，立ち机などであり，後

者にはいす，蛍光灯，掛時計・置時計などが挙

げられる。こうした動きが総合的に生活水準の

向上をもたらしていたのであり，新商品だけで

なく伝統的な商品にも盛んな需要があったこと

がわかる。、

　次に，1962年の耐久財所有調査では，勤務

先産業別の所有状況が掲載されている。本章の

中心的な対象時期よりも若干ずれるが，これに

よると，代表的な勤務先と考えられる製造業・

商業・公務員のうち，もっとも耐久財の購入に

積極的なのは商業であった。表6は，この商業

勤務者を基準として他の業種との保有率の差を

表示している。ここから分かるように，ほとん

どの商品で商業はもっとも平均所有率が高かっ

た。逆に，全般的に所有率が低いのは公務員で

あり，その生活水準は相対的に低かったといえ

よう。公務員の方が多く所有していたのがカメ

ラやオーバー，自転車，替え上着などであり，

文化的な生活に関しては関心が高かったようで

ある。勤務先が製造業の者の場合は家財ではほ

とんど商業に劣るものの，和洋にわたって衣類

の数が多いという特徴がある。この後の時期に

なると，一般的にいえば職業差や階層差はなく

なり，多くの耐久財はほとんどの世帯で揃えら

れていくことになると考えられるが，普及の途

上で生活が豊かになりつつあった1960年代初

頭までは，まだそうした差が残っていたのであ

る。

　以上の分析・検討によって，復興期から高度

成長初期にかけての東京の所得や消費の動向

は，以下のようにまとめられるであろう。この

時期の生産回復や経済成長をリードした工業部

門や企業部門は，都市経済でもすでに主導的部

門として定着していたといえる。しかし，1950

年代の経済成長の過程においては，工業や法人
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表6　勤務聖別の耐久財所有
　　　　　　　　　　　　　（100世帯当たり所有数，区部）

差
焔
に
先
務
勤

売
務
小
公
卸
一
売
造
小
製
卸
一

2
3
3
8
0
3
4
8
6
2
2
1
2
5
5
5
1
2
　
▲
坦
－
▲
4
4
4
8
3
3
5
4
4
5
9
7
2
2
8
5
5
2
2
4
5
7
1
1
1
　
　
　
　
　
　
　
　
▲
▲
▲

2
0
6
1
4
1
3
9
1
0
6
6
8
9
5
6
0
7
7
3
0
2
4
0
4
2
6
8
0
9
4
3
1
1
　
2
2
3
　
▲
　
1
　
　
　
1
　
　
　
鰯
1
1
　
1
　
　
昭
　
　
　
▲
器
・
。
器
銘
・
。
諺
鴛
習
n
弼
9
8
7
7
6
2
2
。
。
雲
叢
珈

数
実

6
5
5
3
2
2
0
5
5
5
7
4
5
5
1
5
1
6
5
3
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1
1
5
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9
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3
2
4
0
4
4
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6
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4
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懐
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庫
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一
じ
　
一
頃
　
　
　
　
　
そ
ジ
く
　
　
だ
　
　
す
　
　
像
　
一
　
　
ス
ト
イ
大
う
ん
時
タ
ブ
　
　
　
　
す
庫
バ
う
コ
　
　
す
機
　
　
み
う
た
　
　
本
　
　
ん
ブ
受
ト
　
一
ガ
　
ツ
バ
ー
ん
だ
置
ス
　
一
　
つ
ド
ん
蔵
　
一
そ
ン
ン
ん
編
オ
か
用
洗
ラ
ー
　
　
だ
　
一
ビ
ス
バ
　
・
セ
ト
車
こ
理
　
　
一
ト
た
　
ツ
だ
冷
オ
気
イ
シ
だ
糸
ジ
気
帯
気
メ
箱
古
服
ト
レ
油
　
一
気
す
　
一
転
油
整
掛
ト
ス
こ
べ
茶
見
合
電
レ
ミ
和
毛
ラ
露
見
電
力
本
馬
洋
ス
テ
石
国
電
い
オ
自
石

複
数
所
有
財

世
帯
ご
と
所
有
財

注：▲の値はマイナス。太字は新旧の「三種の神器」。
　　「卸小売一製造」の数値順。
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1950年代の都市経済における中小企業部門

部門が一方的に成長して商業・サービス業や個

人部門を圧倒していたわけではなく，経済拡大

の恩恵は都内の各部門に幅広く行き渡ってい

た。その結果，拡大する生産に対応する消費と

いう点で，近代部門の労働者と同様に，商業部

門やサービス部門での就業者の需要もいぜんと

して重要な位置を占めていたといえる。戦前の

中小商工業問題や戦後の二重構造問題，さらに

小売業における百貨店問題などにみられるよう

に，商工業にわたる零細企業・業者の存在は社

会政策的な観点から問題となることが多かった

が，1950年代には経済成長の恩恵を受けてこ

うした部門の拡大が進んでおり，給料制の各種

労働者と並んで業主層による大衆層が形成され

ていたのである。

　こうした部門間での均衡的な経済発展におけ

る商業部門の役割は，以上のような市場の観点

からだけでなく，主導部門である工業や企業部

門の発展をどのように支えていたのかという観

点でも重要であろう。嘉節では，この点を検討

することにしたい。

3．東京経済の変化と卸売流通

　　一経済的首都の形成一

　工業と商業の関係の変化という問題について

は，工業にまでおよぶ問屋の主導性が両大戦間

期に低下し，メーカーによる系列化などによっ

て，高度成長期には流通の主導性がメーカーに

移っていったというのが通説であろう。しか

し，1950年忌の流通においては，戦時期と復

興期に打撃を受けた問屋の弱体化が自覚されて

はいたものの，卸売業はいぜんとして流通の要

であった。こうした流れの中で，都市経済がど

のように変化していったのかを卸売流通の側面

から確認してみよう。

　近世の三都経済における流通の終着点であっ

た江戸に系譜を持つ東京は，近代に入ってから

も「巨大な純消費地」という性格を持ち続けて

いた。昭和初期においても，東京市商工行政に

よる中小商工業対策の中心が小売商であったこ

とからも分かるように，東京経済は小売一消費

が中心とみられていたのであるぎ）戦時期には

軍需工業化が商業部門の強制的転廃業を伴って

進められたが，これも再生産に繋がらない物資

の消費という意味では同様であり，軍需も含め

て東京の消費都市的な性格はいぜんとして保た

れていたといってよい。

　そうした性格が大きく変化したのが，1950

年代であった。一般的には，戦後に流通と卸売

業の地位低下が進んで流通の主導権がメーカー

や小売業に移っていったとされている。これに

対して，都市の卸売業という視点でみると，商

店数や販売額などで量的な拡大，全国でのシェ

アの上昇などがみられるなど，1950年代には

東京の卸売流通の重要性が高まっており，戦後

特有の変化が生まれつつあった。こうした変化

を，「商業統計調査」の結果から確認し，流通

拠点や中継地としての東京の商業の地位を検討

してみよう。

　まず，戦後10年ほどの問に，東京における

卸売業の復興がいつ頃進んだのか，業種の推移

にも注目しながら開業時期を観察するために作

成したのが表7である。表7は，もっとも開業

数が多かった時期別に各業種を分類し，さらに

その中で開業のピークの比率が高い順に上から

並べてある。1954年における現存業者の開業

時期別の分類なので，近い時期の業者数が多く

なる傾向があるのは当然なのだが，約半数が

1950年代に入ってからの開業であり，とくに

1950年・1951年をピークとしていることは，

この時期の商業の復興を裏付けているといえよ

う。

　こうして発展した卸売業が都内でどのような

流通を担っていたのかといえば，1950年代後

半には都内の卸売業の約半数が生産業者を主な

仕入先としている一方，販売額の約30％を工

30）東京市文書課『都市産業行政』（1930年）「序説

　大都市産業行政の基調」
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表7　卸売業の開業年次の構成（1954年）

開業年次別構成（％）

業　　主
合計

i絶対数） ～1944
1945

|1947
1948

|1949
1950

|1951
1952

|1953
1954

一般卸売業計 24，828 19 14 17 24 20 7

酒類 ユ70 34 6 21 16 21 2

医薬品（医薬用品を含む） 417 29 13 16 19 17 7

寒竹製品および建築材料 3，099 25 15 20 17 18 6

家具建具および什器 810 24 19 22 12 17 5

他に分類されない卸売業 2，533 22 15 19 16 21 7

紙および紙製品 987 20 16 19 18 19 7

金物 632 23 24 16 ！6 16 6

配管および暖房用品 166 ！7 20 19 19 19 5

農畜産物（消費物資） 816 20 7 31 19 17 5

化粧品 270 19 14 24 21 16 6

農畜産物（消費物資を除く） 209 ！8 22 24 17 17 1

水産物（消費物資） 1，638 2 1 1 94 1 0

生糸および繭 18 11 17 11 28 22 11

織物 1，332 16 7 13 27 27 10

他に分類されない各種食料および飲料 1，964 20 12 15 24 22 7

屑物 1，360 20 13 17 23 21 6

鉱物 476 22 10 20 23 20 6

衣服および身廻品 2，421 18 14 16 22 22 8

味噌および醤油 110 25 5 11 24 29 6

自動車（自動自転車を含む） 120 15 10 7 19 29 20

自動車及び自動自転車部分品付属品 374 15 14 16 17 28 10

電気機械器具 922 17 17 17 16 24 9

化学薬品 1，017 17 15 17 2！ 23 8

金属品 1，325 15 16 18 20 23 7

機械器具（電気機械器具を除く） 1，642 18 18 18 16 23 8

出典：東京都「昭和29年　商業統計調査
　注：太字は各業種の最大値。

附帯調査結果表』（1956年）より作成

三等が占めており，工業との結びつきが強かっ

たことが分かる（表8）。注意すべきは，ここ

で確認できるのは中小企業製品の販売という役

割だけではなく，生産財の供給という役割，生

産側からみると資材部門との結びつきの重要性

が示されていることであろう。つまり，生産活

動そのものを支えるうえでも卸売業が重要な役

割を果たしていたと考えられるのである。同時

に，流通業者（卸・小売業）への販売も合わせ

て60％前後となっているから，生産から消費

に至るまでの多様な局面を多数の卸売業者が媒

介していたといえよう。

　以上のように，全体としてみれば東京の卸売

業は順調に発展していたといえるが，その動向

や役割は業種別にかなり異なるものであった。

例えば，仕入れと販売先の地域構成をみると

（図1一（1）～（4）），農産物（統制の続いていた米

は含まない）は域内仕入・消費型であり，一部

の輸入を除けばいぜんとして基本的に都内での

自己消費を中心とする伝統的な域内流通であ

る。金属品においても同様に都内を原則とした

仕入れ・販売であり，一部で近県や近畿：地方と

の取引が行われている程度である。これは，都

内で中小工場による分業が発展していることか

ら，これを支える卸売業が地域内の分業生産を

仲介する機能を果たしていると考えられる。こ
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表8　卸売業の販売先の構成

（！）月間販売額

販売先別（％）
年次

金　額
i100万円） 卸売業 同一企業内 小売業 工場等＊ 一般消費者 輸　出

1956

P958

P960

3，3！0

R，842

T，105

35

R3

R5
：
6

21

R1

Q2

34

Q7

Q9
2
1
2

8
8
7

（2）商店数

仕入先別（％）
年次 軒　数

都　内 生産業者 卸売業者等 国　外

1958

P960

24，987

Q8，330

86

W2

53

T3

49

S7 1
0出典：東京都『商業統計調査結果表』各年次版「法人組織の商店および常用労働者を使用してい

　　る個人商店」の部
　　1956年：「卸売業」の数値
　　1958年・1960年：「一般卸売業」の数値
　注：＊工場，鉱山，官公庁および産業用使用者。

れに対して，日本の産業化の中心産業であり，

この頃にはまだ高い生産水準を誇っていた繊維

産業では，全く異なる対照的な地域構成であ

る。すなわち，織物では集散地型の流通がみら

れ，仕入れ・販売共に地域構成は多様である

が，とくに仕入れにおいて都内のシェアは低

く，中部・近畿地方からの流入が多い。販売で

は都内向けが多くなるが，それでも他業種に比

べるとその割合は低く，東日本を中心にしなが

ら中部・近畿への逆出荷もかなりの量に上って

いる。繊維のような伝統的産業では国内での分

業が発達しており，東京も中継流通の拠点の一

つとなっていたといえよう。

　こうした多様な戦後の都内の卸売業者が，ど

のように形成されてきたのか，再び表7によっ

て確認してみよう。例えば，戦前期からの開業

が多かった業種としては，酒類，医薬品，石竹

製品および建築材料，家具建具および什器，他

に分類されない卸売業，紙および紙製品などが

ある。こうした業種では戦時中の企業整備の影

響が比較的小さかったといえるが，それでも

30％を超えるものはなく，卸売業全体では戦後

に開業したものが81％にのぼり，戦時統制が

卸売業界に与えた影響の大きさを物語る。した

がって，！940年代後半がピークとなっている

業種は，金物，配管および暖房用品，農畜産物

（消費物資），化粧品，農畜産物（消費物資を除

く）など少数である。とくに，1940年代末に

開業が集中している農産物（消費物資）は，こ

の時期に食糧供給の改善と統制緩和・解除が進

んだことを反映したものとみられる。中央卸売

市場を通じた統制が厳しかった水産物（消費物

資）には，統制解除の影響がさらに極端に表れ

ており，実に94％が1950年代初頭の開業とい

う形になっている。この特需ブーム期（1950・

1951年）には他に，生糸および繭，織物，他

に分類されない各種食料および飲料，屑物，鉱

物，衣服および身廻品など，多くの業種がピー

クとなっている。総じていえば，1950年前後

に盛んに開業していたのは，食料・衣料など消

費に関係するものが多かった。これらは業者の

絶対数も大きいから，こうした観察結果は消費

回復と小売業の復興が先行した後で東京の卸売

業が復興したという通説を裏付けるものといえ

よう。同時に，それはもともと消費財中心で

あった東京経済への回復の動きであった。

　こうした性格が変化してきたのは，1950年

代初頭といわれており，「東京都卸売業では，

（昭和）27年（1952年）頃から次第にその発展

の性格をかえ」，「生産財的性格を強くになう商
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品を取り扱うところの卸売業が」発展してき

たとされているぎ）表7によると，1952年以降

（1954年まで）にピークを迎える業種は，味噌

および醤油，自動車（自動自転車を含む），自

動車及び自動自転車部分品付属品，電気機械器

具，化学薬品，金属晶，機械器具（電気機械器

具を除く）などであり，こうした記述をきわめ

て明快に裏付けている。消費に主導された商業

復興の後に，重工業を中心とする工業生産に導

かれた卸売業の成長があり，1950年代半ばか

ら東京の経済の性格も変わり始めたのである。

こうした重工業関係の卸売業の発展は，都内に

中小，零細規模メーカーが多く存在しているこ

とから，卸売業者の貯蔵機能，運送機能，市場

活動機能，金融機能が重要な役割を果たしてい

たためとされているぎ）

　このように1950年代の東京の卸売業は都内

の工業との結びつきが強くみられたが，その一

方では拠点化・中継地化の展開を伴っていた。

こうした現象は，戦後の生鮮食品の卸売市場の

31）『東京都経済白書　1961』p．330 32）『東京都経済白書　1961』p．296
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表9　卸売業の都内販売の変化

商店数 都内販売の割合 （％）

業　　種
i変化幅順） 1949年　　　1954年

i区部）　　　（都内）
　1949年　　　1954年
i月間・卸売販売のみ）（年間・卸小売とも）

変　化

冒

一般卸売業計 15，183　　　24，828 75　　　　　　74 ▲1

酒類 59　　　　　　170 96　　　　　　59 ▲37

味噌および醤油 42　　　　　　110 89　　　　　　53 ▲36

配管および暖房用品 74　　　　　　166 85　　　　　　6Q ▲24

家具建具および什器 658　　　　　　810 86　　　　　　68 ▲17

屑物 679　　　　1，360 81　　　　　　　68 ▲13

水産物（消費物資） 286　　　　L638 85　　　　　　77 ▲8

回目薬品 514　　　　1，017 77　　　　　　70 ▲8

鉱物 152　　　　　　476 80　　　　　　73 ▲6

木工製品および建築材料 1，643　　　　3，099 95　　　　　　89 ▲6

医薬品（医薬用品を含む） 336　　　　　417 69　　　　　　66 ▲4

金物 758　　　　　　632 69　　　　　　68 ▲1

紙および紙製品 847　　　　　　987 76　　　　　　76 0

農畜産物（消費物資） 233　　　　　　816 91　　　　　　92 1

化粧品 193　　　　　　270 70　　　　　　73 3

他に分類されない各種食料および飲料 1，310　　　　1，964 87　　　　　　93 6

衣服および身廻品 1，929　　　2，421 60　　　　　　68 8

自動車（自動自転車を含む） 261　　　　　　120 69　　　　　　78 8

金属品 571　　　　1，325 79　　　　　　89 10

機械器具（電気機械器具を除く） 1，276　　　　1，642 70　　　　　　80 11

農畜産物（消費物資を除く） 42　　　　　　209 68　　　　　　83 15

電気機械器具 677　　　　　922 73　　　　　　93 19

自動車及び自動自転車部分品付属品 一　　　　　　374 一　　　　　　　74 一

織物 一　　　　　1，332 一　　　　　　　67 一

生糸および繭 3　　　　　　18 一　　　　　　　85 一

掴に分類されない卸売業 2，584　　　　2，533 （69）　　　　92 23

出典：通商産業省・東京都「昭和24年東京都商業統計調査結果表』（1950年），東京都『昭和29年商業統計調査　附
　　　帯調査結果表』（1956年）より作成
　注：カッコの箇所は全体の算出が不可能なため法人の数値で代替した。

変化として指摘されているものでもあるぎ〉表

9によって，東京における卸売業の販売先の動

向をみてみよう。1949年と1954年はともに都

内がほぼ四分の三を占めており，全体ではほぼ

一定である。しかし，業種別には，伝統的消費

財（酒，味噌醤油，水産物など）と配管および

暖房用品は都外への販売が増加したのに対し

て，機械類（自動車，機械器具，電気機械器

具），金属品，農産物（消費物資を除く），など

の産業用製品，さらに衣服および身の廻品で都

内販売が増加している。全体的にいえば，1950

33）東京都経済局「経済行政の歩み』（1955年）p，49

年代前半には都内生産と都外消費のための流通

が拡大した。これらは，いずれも東京の純粋消

費地的性格を弱め，流通拠点化を進める動きで

あるといえる。

　しかし，東京の流通拡大の影響は供給だけに

止まるものではなかった。そうした広域化と同

時に，第3節でみたように都内の消費需要にお

いても拡大がみられ，その中では卸・小売業自

体が需要の大きな一角を占めていた。こうした

都内の消費需要を下支えとする東京の流通上の

地位が高まったことが，その結節点化を可能に

したと考えられる。
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おわりに

　本章は，1950年代の東京を手がかりに，大

量流通機構が整備される直前の大量生産社会と

いう独特の時代に焦点を当てた分析を示してき

た。この時期の大都市の経済動向としてしばし

ば指摘されるのは，東京の工業化，経済の東京

集中化，大企業と中小企業それぞれの発展と格

差の拡大などである。これに加えて本報告が確

認した諸事実は，零細経営の量的拡大という高

田期からのパターン34）の再生，工業化による

卸売部門の成長，部門横断的な個人所得の伸び

とこれによる消費拡大の裏付け，などである。

そこでは，戦前との連続性や戦後の革新性が領

域によってまだらに存在していたが，一方では

都市の内部で生産と消費の結びつきがより強ま

るとともに，それと同時に広域的な経済活動を

結びつける都市の機能の役割も高まりつつあっ

たといえよう。

　1950年代の二流にみられた，東京のシェア

拡大と拠点化・中継地化の展開はいかなる歴史

的文脈に位置づけられるのであろうか。それ

は，戦時期に形成された工業が平和産業に転換

し，その製品を東日本や海外に販売したことに

もよるが，同時に，アメリカ型の生産や消費を

導入した結果として，画一的な大量生産商品に

よる市場の均一化と広域化が進み，これに対応

する拠点として東京の役割が拡大したものと考

えられる。それは，生活水準上昇の地理的拡大

による「社会的都市化」・「都市社会化j35）をも

たらすとともに，地域間の消費の格差・個性の

縮小へと繋がっていった。戦後改革の影響によ

る所得の平等化もこれを促進したといえよう。

戦後の東京の経済的地位が上昇したことをふま

34）山口由等「両大戦三期の社会経済と都市化一国民

　経済・ビジネス・国際関係・公共性・法制の総合的

　視点から一」（「愛媛経済論集』第26巻第1号，2006

　年！1月）p．36

35）ユルゲン・ロイレッケ「都市化から都市社会化へ」

　（今井勝人・馬場哲編，2004，「都市化の比較史　日

　本とドイツ』，日本経済評論社）

えて，日用消費の拡大という特色を持つ現代社

会における，経済的首都の役割に関する議論を

今後深めていかなければならないだろう。

　そこで，最後に本稿で確認した東京経済の動

向をこの問題に即して議論しておきたい。ま

ず，1950年忌の東京経済の動向は，戦前と同

様の流通部門や業主層の比重の大きい都市社会

の再生と拡大であったといえよう。大量生産化

と経営数拡大による成長が部門によって併存す

るという形の発展は，一定の程度までは広範な

人びとの所得と消費を拡大させ，本格的な高度

成長が始まる前の成長を供給と需要の両面から

支える役割を果たしたとみられる。しかし，生

産の効率化がいっそう進むと同時に，生活水準

の高度化の範囲が地方を含めて拡大し，いわば

社会的に豊かさが広がっていく段階になると，

供給部門，とくに流通部門での効率化の遅れに

よる需給アンバランスは生産性格差インフレを

招くものとして社会問題化した。その中から，

廉売店としてスーパーマーケットが普及・発展

し，全国的な消費市場の拡大を促進していくの

である。このように，日本における消費社会の

完成は，1950年代の成長の限界を突破すると

ころがら達成されていったということができよ

うQ

　一方で，スーパーの全国チェーンへの発展が

既存の卸売業を利用する形で進み，メーカーに

よる系列化も卸売業者を再編することで広域

的な大量生産製品を流通させていったよう

に16）既存の卸売業に支えられた生産と消費と

いう，1950年代の都市経済でみられた性格は

その後も変わらなかった。こうした「流通革命

の不発37）」をもたらした大企業による既存の卸

売業の利用など，大都市における地域的集積の

役割の歴史的分析の総合的な理解が，今後の戦

後日本の消費社会研究の課題となるであろう。

36）佐藤肇「日本の流通機構』（有斐閣，1974年）pp．

　153－168，孫一善「高度成長期における家電流通構造

　の変化」（1992年，『東京大学経済学研究』第35号）

37）石井寛治「日本流通史』（有斐閣，2003年）p．229
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